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① 図表 1のごとく, 国内同業種・異業種の
複数社 (たとえばアパレルでの繊維, 染色,
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図表 1 複数企業連合による海外進出
たということである｡



























(『日系企業の中国市場販売』 2007 年 p.



































































はアンケート回収企業 (302 社 回収率






























































































チングの精度を高めた｡ 2009 年 5 月から 2011
年 9 月までの開設であるが, すでに, 溶接機,











た｡ 有力技術は持ちながらも, 1 社単独では海
外事業展開が困難な日本の中小企業は数多くあ
る｡ 他方, 中国では目下 ｢技術立国｣ を目指し,
海外の技術を獲得する国家戦略が発動されてい







集団・MIRAIO が 2010 年早々に出現した｡










































経ビジネス』 2010. 3. 8) これを受けて 2010 年 9
月, ｢オールジャパン｣ の司令塔たる ｢パッケー
論 文








首長国連邦 (UAE) アブダビ首長国では GE
を中心とする日米連合が韓国に敗退した｡ 韓国















(日本経済新聞 2010. 3. 19) 原発プロジェクト受
注 2連敗の教訓から,うえの政官司令塔が 2010
年 9 月に立ちあがった次第であるが, その成果
は早速ベトナムでの原発第 2期工事 (事業規模





合して, 3 社連合で受注に乗り出した｡ (日本





L&T と組み, また東芝も JSW と組んで合弁
会社を設立した｡ (日本経済新聞 2010. 8. 7)
鉄道・高速道路関連では, ベトナムにおいて,
2020 年を目標に 24 本の高速道路の建設 (総延






禁物である｡ そのため, 東日本, 中日本, 西日
本の 3社は共同で新会社を立ち上げ, ベトナム
やインドでの有料道路の管理・運営受託を目指
すことにした｡ (日本経済新聞 2010. 11. 18)
ブラジルでは, 建設費 1.7 兆円規模の高速鉄
道計画 (リオデジャネイロ－サンパウロ, カン
ピナース間 510km) があり, 日本企業連合が
応札した｡ 三菱重工が車両や周辺機器の調達,
日立と東芝が車両製造, 三井物産が資金調達管





(日本経済新聞 2010. 3. 2) オーストラリアでも,
ブリスベンからメルボルンを結ぶ 1,700km に
及ぶ高速鉄道建設計画 (総工費 3兆円) があり,
国土交通省, JETRO, JR 東海, 日立, 東芝,
三菱電機がチーム一丸となって受注に動き出し
た｡ (日本経済新聞 2010. 8. 13) 日立と東芝は,
海外の中型の都市鉄道や新型路面電車など都市








業や輸送システム整備事業 (総額 4,000 億円)
に関して, 日本の企業連合が受注する見通しで
ある｡ 4 つの企業連合には NEC や京セラ, 東
京電力等の 17 社が参加し, 日本政府は, 貿易
保険の付与や国際協力銀行 (JBIC) の活用な
ど ｢最大限支援する｣ 構えである｡ 09 年末鳩
チーム戦略発動の時来る









聞 2010. 5. 31) さらに, 新興国インフラ整備に
関して, 日立や日揮等約 20社は共同の営業チー
ムを現地に派遣して使用エネ機器などを売り込





水道システムを整備する｡ 三菱商事, 日揮, 荏
原の 3社は水事業で共同展開 (荏原の水処理会
社, 荏原エンジニアリングサービスの株式を他








(日本経済新聞 2010. 5. 11) 住友商事は, 中国の
水事業最大手の北京首創と提携し, 山東, 浙江
両省で下水処理事業を手がける｡ (日本経済新
聞 2010. 9. 17) 世界水ビジネス市場は 2025 年に


















開方式は, 横浜市, 大阪市, 川崎市等全国的に
広まり企業の商機を広めつつある｡ (日本経済











筋組立, とび職 (高所鉄骨組み立て), 配管な
どの作業の研修で日本に受け入れた外国人実習
生は 3,700 人に達しており (1993 年技能実習
制度創設), 彼らを即戦力として現地で雇用す








の増大につながらない｡ また, 債権回収, 資材






未整備のところがある｡ (日本経済新聞 2010. 4.
14)
論 文

















域で 5 カ国 10 工場, 販売拠点 9 カ国の事業拠
点を取得した｡ (INAX ホームページによる)
INAX はベトナムではシェア 50％を握るも,











19.9％を独 VW に譲渡し, VW が筆頭株主と
なった｡ スズキは, VW との部品共通化を進
め, 環境分野では VWの技術を利用すること
を目論んでいる｡ VW は, スズキの小型車技
術とインドでの圧倒的シェアにひきつけられ,
そこでの生産委託を目論んでいる｡ (日本経済
新聞 2010. 1. 16) トヨタは, 富士重工 (株 16.5
％取得) とマツダに対してハイブリッド技術を
供与し, 米 GM とは環境など先進技術で共同
研究を進めている｡ そのマツダは, 米フォード





もこれへの参画交渉中｡ (日本経済新聞 2010. 3.
18) 三菱自動車も, 仏 PSA と電気自動車の車








の販売も強化する｡ (日本経済新聞 2009. 11. 25)
市光工業は, インド自動車用照明メーカーに出
資し, 共同でインド市場を開拓する｡ (日経ヴェ














パナソニックは, すでに 1980 年代末に中国
に進出し, 爾来 50 カ所以上の工場を展開して
いる｡ しかし, いずれも単独での事業展開であ



























交わしたうえで, 新合弁工場に対して 50 件以
上のインバーター関連特許の利用を認めた｡ さ
らに, 基幹部品の納入価格の数％の特許使用料
を得る契約も交わした｡ (日本経済新聞 2009. 5.
12, 『週刊東洋経済』 2009. 11. 28)
東芝は, 中国大手家電メーカー・TCL と合
弁会社 ｢東芝ビジュアルプロダクツ｣ (東芝 51
％出資) を設立し, TCL 販売網の積極的活用
に乗り出した｡ これにより, 東芝製品の現在の
取扱店 1000 店を, 2 年後には 1 万店に拡大す






2008 年 1 月には京セラを最後にすべてのメー
カーが中国から撤退した｡ しかし, 2009 年に
中国での第 3世代携帯電話の普及に合わせて中
国市場への再挑戦がはじまった｡ ノキア, サム
ソン, LG 3 社による寡占体制の牙城を崩すた













(日本経済新聞 2010. 6. 11)
シャープは, 中国の IT 大手中国電子信息産
業集団公司と提携して, ｢第 8 世代｣ 液晶パネ
ルを生産する｡ これにより, シャープは, 中国,
韓国, 台湾各企業間でデッドヒートする中国液
晶テレビ市場での競争を制覇し, 世界シェアの




られている｡ (東京読売新聞 2009. 11. 02) 新興
国市場を攻めるための, 企業同士の一体化の動
きも出ている｡ IT ホールディングス (ITHD
売上高 4,000 億円) は, 同業のソランを TOB
(売り上高 600 億円) で買収し経営統合した｡
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でも 5,000 億円) がかかるので, 提携戦略を選







(日本経済新聞 2010. 1. 29, 『週刊ダイアモンド』

















攻めることにした｡ (日本経済新聞 2010. 9. 29)
アサヒは, 香港でもカールスバーク (デンマー
ク) と提携し, 営業網を活用し ｢スーパードラ
イ｣ を販売する｡ (日本経済新聞 2010. 1. 3) タ
イでも, 提携先のブンロート・グループへの生
産・販売委託を拡大する｡ (日本経済新聞 2010.





ストを削減する｡ (日本経済新聞 2009. 12. 28)
カルピスは, 味の素がタイで早くから開拓して
いた販路を活用し, 共同出資で乳酸飲料を現地
増産する｡ (日本経済新聞 2009. 11. 20) キリン

















食品加工品を生産する｡ タイ国内に 40 営業所
を張り巡らすベタグロの販売網を活用する｡
(日経産業新聞 2009. 12. 22)












10 年中に上海を含め 12 店舗に拡大計画｡ (新
潟新聞 2010. 2. 4) 熊本にある味千ラーメン (重
光産業) は, 中国に進出したのは 2008 年であ









(エドウィン 67％, 豊田通商 33％), 中国で直
営店・フランチャイズ店を今後 5年間で 200 店
























(日本経済新聞 2009. 10. 15)
中小の大衆医薬品メーカー, 大幸薬品や龍角
散など 10 社は, 台湾のドラッグストア 2 社
(100 店舗に拡大予定) の店頭の陳列棚に各社
製品をまとめて配置し店頭販促 (POP) 資材










中国をはじめ, タイ, 台湾, シンガポールの各
市場で一段と高いブランド戦略を展開する｡











1. 18) 三井住友銀行は, 大韓貿易投資振興公社
(KOTRA) と業務協定を結び, 日本企業の韓








本経済新聞 2009. 12. 31) 十六銀行は, 三菱東京
UFJ 銀行と包括業務協力協定を結んで, 顧客
論 文
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企業の海外進出向け情報提供や相談を強化する｡
(岐阜新聞 2009. 1. 21) また, 三菱東京 UFJ 銀
行は, ロシアの政府系金融機関であるロシア開




る｡ (日本経済新聞 2009. 12. 6) 同行は, 中国で
も, 中国 4大商業銀行の一つである中国銀行と,
中国が全土で展開する拠点 (1 万点) やその決
済網の利用で業務提携した｡ 日系企業を悩ませ
る販売代金回収を支援する仕組みも両行で検討






品の ｢銀行窓販｣ をめざす｡ (東京読売新聞 2009.
10. 27) 日本生命保険は, 中国の ｢長城資産管
理公司｣ と折半出資し合弁生保会社をつくり,
中国都市部を対象に生保事業の全国展開に乗り













伊藤忠と, セブン &アイは三井物産と, ダイ
エーは丸紅と, イオンは三菱商事と各提携｡ 商
品調達や物流効率化, 多店舗展開を共同で進め








































始めている｡ 2009～10 年には, 聯想グループ
による SJI (システム開発), 蘇寧電器集団に
よるラオックス (家電販売), マーライオンホー
チーム戦略発動の時来る
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ルディングスによる本間ゴルフ, BYD による
オギハラ館林工場 (自動車部品), 寧波韻昇に







｢憧れ｣ となっている ｢Made in Japan｣ の輸
出戦略を再考すべき動きである｡
論 文
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